




































































































































































































全国の NPO法人のデータが集積されており、また、比較的データが得られやすい「日本 NPOセンター 27）」






















































































割合が最も多く、これは、3番目に多い 61歳以上（熟年層）の 5団体の約 3～ 5倍であり、青年層と中高年
層が占める割合が多いことを示している。これは、一般に行政や企業等の就労者割合と同傾向にあり、NPO
法人・アート団体だからといって特別特徴があるわけではないことがわかった。






















































































































































































































































































































































6）  注 1参照。特定の人物像はその人物の功績等から教訓とする機能があったが、特定のモデルのない若い男女の裸体や母子
像は「自由」や「平和」、「愛」などを連想させる機能がある。
7） 1955年、具体美術協会の「真夏の太陽にいどむ野外モダンアート実験展」などが例として挙げられる（加治屋，2010）。
8）  加治屋健司，「日本のアートプロジェクト　その歴史と近年の展開」『広島アートプロジェクト 2009「吉宝丸」』，2009，
P.261-271.
（「http://www.art.hiroshima-cu.ac.jp/~kajiya/kajiya2009.artproject.pdf」よりダウンロード）


























































のものと、2011に出版された Kate Crehanの『Community Art: An Anthropological Perspective』内で述べられているものと照
らし合わせ整合性を検討した。
27）  数あるデータベースのなかでも、日本の NPO法人を比較的網羅している“日本 NPOセンター”のデータベースを活用。
アート NPOリンクのデータベースも考えられたが、今回は学術・文化・芸術・スポーツ振興の活動団体に限らず、NPO
法に定める 21項目全体のなかからアート活動を行っている団体を把握するため、今回は日本 NPOセンターのデータベー
スを活用することとした。
28） 115団体の抽出方法および条件は下記の通りである。「日本 NPOセンター」のデータベースにて、“アート”と検索し該
当した団体から、１年以上 HPの更新がない、もしくは、活動をインターネットの検索機能を使用してヒットする情報が
一年以内にない団体は除した。そして残った団体のうち、さらに、先行研究などの整理から得られたコミュニティを対象
としたアート活動の諸条件として、コミュニティ（地域や福祉・医療施設など）で活動が行われていること、アーティス
トが活動に参加していること、コミュニティに暮らす人々がアート活動を行っていく上で重要な存在であることを認識し
ていること、コミュニティに暮らす人々が鑑賞やワークショップなどのアート活動の一つの瞬間だけの接点ではなく、ア
ート活動のプロセス（構想・制作・維持）で関与していること、目的がコミュニティに暮らす人々やコミュニティに焦点
を置いていることを挙げて選出した。
　115団体のデータから団体の基本データをみると、事務所の所在地は、東京が最も多く、次いで神奈川県が続き、地方
別にみると関東地方に多くみられた。また市区町村での分布では、東京や神奈川、大阪、兵庫などの大都市においては県
庁所在地や政令指定都市などに多く分布しており、その他の団体は、活動エリアにおいても特定のエリアのみでの活動で
はなく全国規模・国際規模で展開している団体が多い。そのため、団体の問題意識は特定の地域やコミュニティから抽出
される問題ではなく、人（人権問題等）を対象とした問題を扱っていることが多い。
29） 会費は、主にスタッフを担っているものが入会する正会員のほかに、法人の目的に賛同し事業を賛助するために入会する
賛助会員などがあり、賛助会員等を法人を支援する立場と捉えると、受託金や助成金等と同様に資金面での社会的支援と
捉えることができる。つまり、資金面での社会的支援（本論文の場合、受託金・助成金・寄付金）に会費を含むパーセン
テージを出すと 69％にもなり、より一層の社会のバックアップ体制が整備されてきている状況を見ることができる。
30） 林（2004）によれば、「人の心に影響を与えるアートに秘められる思想は、必ずしも現体制の考えと一致するものではな
い。『アートには毒がある』つまり反体制的なもの、受け入れられにくいメッセージを持つものが優れたアートには多い」
と述べている。このことは、他の研究者においても言われている。
31） 指標の②主たる運営資金が外部資金であることに関しては、外部資金にあたる受託金、助成金、寄付金に加え、賛助会員
からの会費も外部資金として含めた。賛助会員の会費を含む理由に関しては、脚注 29を参照。
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